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I. 問題
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デジタルプラット
フォームと社会

個人情報

•取得

•利用・プロファイリング

•管理

3



デジタルプラット
フォームと社会

言論

•ヘイトスピーチ

•誹謗中傷・リベンジポルノ

•いじめ

•フェイクニュース
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消費者被害 （例）情報商材
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労働分野
•ギグワーカー、自営業者

•分断化・断片化

•脱法行為
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DPF：

利用事業者に対する
優越的地位の濫用

•ランキングの恣意的な操作

•返品・減額

•協賛金等要請
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II. 規制
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• 個人情報保護法
• ヘイトスピーチ解消法・条例
• プロバイダ責任制限法の下：

-人権擁護局
-総務省

• 消費者法
• 優越的地位の濫用規制（独占禁止法）
• 透明化法



個人情報保護法

（目的）

第1条 この法律は、デジタル社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに鑑み、個人情報の適正な取扱いに関し、基本
理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らか
にし、個人情報を取り扱う事業者及び行政機関等についてこれらの特性に応じて遵守すべき義務等を定めるとともに、個人情報保護委員会
を設置することにより、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、並びに個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の
創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益
を保護することを目的とする。

（不適正な利用の禁止）

第19条 個人情報取扱事業者は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利用してはならない。

（適正な取得）

第20条 個人情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならない。

２ 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情報を取得してはならない。

一 法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
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ヘイトスピーチ解消法
（正式名 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律）

（目的）

第1条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消が喫緊の課題であることに鑑み、その解消に
向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推進
することを目的とする。

...

（相談体制の整備）

第五条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争
の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を整備するものとする。

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差
別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必要
な体制を整備するよう努めるものとする。

（教育の充実等）...

（啓発活動等）...
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プロバイダ責任制限法

• プロバイダ等の損害賠償責任の制限：特定電気通信による情報の流通により他人の権
利が侵害されたときに、関係するプロバイダ等が、これによって生じた損害について、
賠償の責めに任じない場合の規定を設けるもの。

• 発信者情報の開示請求：特定電気通信による情報の流通により自己の権利を侵害され
たとする者が、関係するプロバイダ等に対し、当該プロバイダ等が保有する発信者の
情報の開示を請求できる規定を設けるもの。

• 発信者情報開示命令事件に関する裁判手続：一体的な手続による発信者情報の開示を
可能とした「発信者情報開示命令事件」に関する手続等について定めたもの。

総務省「プロバイダ責任制限法について」(著者にて一部加工）
<https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/ihoyugai.html >
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総務省｢インターネット上の違法・有害情報への対応に関する概要」<https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/ihoyugai.html>12



取引デジタルプラットフォームを利用する消費者の利益の保護に
関する法律（通称：デジプラ法又はDPF消費者保護法）

第1条 この法律は、情報通信技術の進展に伴い取引デジタルプラットフォームが国民の消費生活にとって重要な基盤となっていることに鑑み、取引
デジタルプラットフォーム提供者による消費者の利益の保護に資する自主的な取組の促進、内閣総理大臣による取引デジタルプラットフォームの利用
の停止等に係る要請及び消費者による販売業者等情報の開示の請求に係る措置並びに官民協議会の設置について定めることにより、取引デジタルプ
ラットフォームを利用して行われる通信販売（特定商取引に関する法律（昭和五十一年法律第五十七号）第二条第二項に規定する通信販売をいう。以
下同じ。）に係る取引の適正化及び紛争の解決の促進に関し取引デジタルプラットフォーム提供者の協力を確保し、もって取引デジタルプラット
フォームを利用する消費者の利益を保護することを目的とする。

...

（取引デジタルプラットフォーム提供者の努力義務）

第3条 取引デジタルプラットフォーム提供者は、その提供する取引デジタルプラットフォームを利用して行われる通信販売に係る取引の適正化及び
紛争の解決の促進に資するため、次に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。

一 当該取引デジタルプラットフォームを利用して行われる通信販売に係る取引について、消費者が販売業者等と円滑に連絡することが
できるようにするための措置を講ずること。

二 当該取引デジタルプラットフォームにより提供される場における販売業者等による商品若しくは特定権利の販売条件又は役務の提供
条件の表示に関し当該取引デジタルプラットフォームを利用する消費者から苦情の申出を受けた場合において、当該苦情に係る事情の調査その他の当
該表示の適正を確保するために必要と認める措置を講ずること。

……..
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<https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_policy/digital_platform/assets/consumer_policy_cms104_220628_03.pdf>
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優越的地位の濫用規制

独占禁止法２条９項５号（定義）

自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして
不当に、次のいずれかに該当する行為をすること。

イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロに
おいて同じ。）に対して、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させ
ること。

ロ 継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利
益を提供させること。

ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係る
商品を受領した後当該商品を当該取引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に対して取
引の対価の支払を遅らせ、若しくはその額を減じ、その他取引の相手方に不利益となる
ように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること。
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優越的地位の濫用規制

執行・サンクション

公正取引委員会

・排除措置命令・課徴金納付命令（１％）

・警告・注意

・確約手続

・被疑事件として調査（自主的改善措置により終了）

民事

損害賠償請求訴訟 差止請求訴訟
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透明化法
（特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律）

（目的）

第1条 この法律は、近年の情報通信技術の分野における技術革新の進展により、データを活用した新たな産業が創出され、世界
的規模で社会経済構造の変化が生じ、デジタルプラットフォームの果たす役割の重要性が増大している中で、デジタルプラット
フォーム提供者の自主性及び自律性に配慮しつつ、商品等提供利用者等の利益の保護を図ることが課題となっている状況に鑑み、
特定デジタルプラットフォーム提供者の指定、特定デジタルプラットフォーム提供者による提供条件等の開示、特定デジタルプ
ラットフォームの透明性及び公正性についての評価その他の措置を講ずることにより、特定デジタルプラットフォームの透明性及
び公正性の向上を図り、もって特定デジタルプラットフォームに関する公正かつ自由な競争の促進を通じて、国民生活の向上及び
国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第3条 デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する施策は、デジタルプラットフォームが、利用者の便益の増
進に寄与し、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展にとって重要な役割を果たすものであることに鑑み、デジタルプラッ
トフォーム提供者がデジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上のための取組を自主的かつ積極的に行うことを基本とし、
国の関与その他の規制を必要最小限のものとすることによりデジタルプラットフォーム提供者の創意と工夫が十分に発揮されるこ
と及びデジタルプラットフォーム提供者と商品等提供利用者との間の取引関係における相互理解の促進を図ることを旨として、行
われなければならない。

…
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<https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digitalplatform/pdf/dppoint.pdf>
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経済産業省「「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関
する法律」の規制対象となる事業者を指定しました」(２０２１年４月１日）

https://www.meti.go.jp/press/2021/04/20210401003/20210401003.html
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経済産業省「「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関
する法律第四条第一項の事業の区分及び規模を定める政令の一部を改正する政
令」が閣議決定されました」(２０２２年７月５日)

https://www.meti.go.jp/press/2022/07/20220705002/20220705002.html
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経済産業省「「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関
する法律」の規制対象となる事業者を指定しました」(２０２２年１０月３日）

< https://www.meti.go.jp/press/2022/10/20221003006/20221003006.html >
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III. 考察
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疑問

• 規制・執行制度は十分か？

• 市場における活発な競争は、問題の解消・緩和に役立つか？

•そうだとすれば、競争を維持・促進する方法は？

…….
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疑問

• エコシステムの設計は誰がすべきか？エコシステムのルールは

誰が決定すべきか？

• 自主規制・共同規制が有効？（なぜ？本当に効果ある？）

• 規制を行う上で、デジタルプラットフォーム（DPF）について

別のアプローチをとる必要ある？何か特殊な性質がある？

• 伝統的な規制手法には限界がある（消費者被害・労働問題を含

む社会的諸課題について）？近時の問題をカバーできるように各

種規制を調整すれば十分？
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疑問

• 競争が（より）活発であると、各種問題は解決・緩和？

•日本の市場も、集中は過度になっている？そうだとすれば、競争の維持・
促進の方法は？

• データ保護・PF利用事業者の不利益と、市場における競争を活発に保つこ
との間には、トレードオフがある？ 〔「米国を中心とするビッグテックに
対抗して、日本・世界で競争を活発にするためには、日本のIT企業の成長が

不可欠で、そのためには、個人情報保護や利用事業者の利益が損なわれる
ことも、ある程度までは、やむを得ない」？］

• 米国GAFAM（GAMMA）対日本のIT企業（ソフトバンク=ヤフー=LINE、楽
天）？後者の保護が、長期的には日本にとって利益になる？
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疑問

•ビジネスモデルはどのようなもの？その背景は？

•誰がどのように利益を得る仕組み？

•責任は誰がいかに負うべき？
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オンライン・ショッピン
グサイト利用者数
（2022）
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Twitter利用状況
（2014-2021)
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ソーシャルメディア利用
状況（2021） 29



検索エンジン利用状況
（2022）
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IV. 直近の課題
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<https://www.kantei.go.jp/j
p/singi/digitalmarket/pdf_e/
documents_22220601.pdf>
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<https://www.kantei.go.jp/j
p/singi/digitalmarket/pdf_e/
documents_22220601.pdf>
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Thank you.
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